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●住宅用家屋証明書について 

・自己の居住の用に供する一定の家屋については、住宅用家屋証明書を法務局

に提出することによって、登録免許税の軽減措置を受けることができます。 

・住宅用家屋証明書の手数料は、1 部 1,000 円です。 

・代理人申請の場合は委任状が必要になります。 

・担当員が当該家屋を確認するため、申請から発行までに日数を要する場合が

あります。お急ぎの際は事前に電話でご相談いただくようお願いします。 

・住宅用家屋証明申請書、証明書は当ホームページ内に Excel と PDF のﾌｧｲﾙが

ありますのでご利用ください。 

 

  

●住宅用家屋の要件について 

○共通要件 

1.個人が自己の居住の用に供する家屋であること。 

2.当該家屋の床面積が 50 平方メートル以上であること。 

3.併用住宅の場合は、居住部分が全体の 90 パーセント以上であること。  

※構造上区分できる建物の場合、区分所有としてのみ住宅用家屋証明書の申請

ができます。判断が難しい物件は、事前に当課までご相談いただくようお願

いいたします。 

 

 

○中古物件の場合 

1.取得の原因が、「売買」または「競落」であること。 

2.取得後 1 年以内であること。 

3.昭和 57 年 1 月 1 日以降に建築された家屋。（ただし、昭和 56 年 12 月 31 日以

前に建築された家屋であっても、新耐震基準を満たしている場合は該当） 
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○特定の増改築等がなされた家屋で、宅地建物取引業者から取得した場合 

1.宅地建物取引業者から当該家屋を取得していること。 

2.宅地建物取引業者が住宅を取得してから、リフォーム工事を行って再販売する

までの期間が 2 年以内であること。 

3.取得の時において、新築された日から起算して 10 年を経過した家屋であるこ

と。 

4.建物価格に占めるリフォーム工事の総額の割合が 20 パーセント（リフォーム

工事の総額が 300 万円を超える場合は 300 万）以上であること。 

5.以下のいずれかに該当する工事が行われたこと。  

 

・増築、改築、各部屋の床又は壁の修繕・模様替、各改修工事（耐震改修、バ

リアフリー改修、省エネ改修）の合計が 100 万円を超えること 

・50 万円を超える、各改修工事（耐震改修、バリアフリー改修、省エネ改修）

のいずれかに該当する工事を行われたこと。 

・50 万円を超える、給水管、配水管または雨水の浸入を防止する部分の瑕疵

を担保する既存住宅売買瑕疵担保責任保険に加入すること。  
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●住宅用家屋証明書の添付資料について 

Ａ．共通の添付資料 

1.住民票（未入居の場合は、入居予定日や未入居理由等を記載した申立書） 

 ※原則、申請日から 2 週間以内で転居することとなっていますので留意く 

ださい。 

2.登記申請書、登記完了証、又は登記事項証明書（インターネット登記情報提

供サービスで取得したものも含む） 

3.建築確認済証（第 1 面から第 6 面） 

  ※建築確認済証が分からない場合は、建築確認書一式をお持ちいただけれ

ば、こちらでコピーを取らせていただきます。 

 

Ｂ．建築後使用されたことのないもの 

Ａの 1 から 3、家屋未使用証明書（売渡証書等も可）、建物図面（平面図・立

面図・断面図・仕上げ表・案内図） 

 

Ｃ．建築後使用されたことのあるもの 

Ａの 1 から 2、売渡証書、または登記原因証明情報等（競落の場合は、代金納

付期限通知書） 

 

Ｄ．特定長期優良住宅または認定低炭素住宅 

ＡからＣに該当する添付資料、認定通知書（写しでも可） 

 

Ｅ．特定の増改築等がなされた家屋で、宅地建物取引業者から取得した場合 

Ａの 1 に該当する添付資料、増改築等工事証明書 

 

※C から E において、登記簿上建築年日付が昭和 56 年 12 月 31 日以前の家屋

を取得する場合は、耐震基準適合証明書又は住宅性能評価書の写し及び既存

住宅売買瑕疵担保責任保険契約が終結さていることを証する書類のいずれか

を提出してください。 


